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　X 社は、平成 27 年 5 月 1 日付けで、Y 社の「東京営業所長」と称する A との間で鮪の売
買取引基本契約（本件基本契約）を締結し、同年 5 月から 6 月までの間に計 9 回にわたり合
計 637 万 3890 円の鮪を販売した（本件各売買）。
　同年 5 月 12 日、X 社の代表者 B と営業統括部長 C は、Y 社の横浜市内にある本社を訪ね、
Y 社代表者 D と挨拶するとともに、Y 社の取締役執行役員 E および A と 30 分ないし 1 時間
にわたって面談した。
　その後、X 社が、A が所長をしているとされる Y 社の東京営業所宛に、同年 5 月と 6 月分
の請求書を送付したが、Y 社から支払いがなされなかったため、X 社は、Y 社の営業所長と
の間で鮪の売買契約を締結したなどと主張して、売買契約（Y 社が A に当該契約に係る代理
権を授与していたことに関わる）ないし会社法 9 条（名板貸責任）に基づき、Y 社に対し売
買代金およびこれに対する遅延損害金を求めて訴えを提起した。
　なお、訴えにあたり X 社側は、次のように主張した。すなわち、① Y 社は、本件基本契
約および本件各売買に先立って、A に対し X との鮪の売買取引に関する代理権を授与したこ
と（仮に授与していなくても、5 月 12 日の面談により、Y 社は X 社代表者に対し本件基本
契約等を追認し、それ以降の本件各売買について A に代理権を授与したこと）、② Y 社は、
A が東京営業所長として Y 社の営業活動をしていることを当然に認識しており（5 月 12 日
の面談時、A の行為について Y 社側がとくに問題視しなかった点も主張）、これに対し明示
もしくは黙示の許諾を与えていたこと、③ Y 社は食肉販売や食肉加工品の製造販売等を営み、
鮪は扱っていないが、Y 社は全国各地の百貨店等で行われた催事において X 社から鮪を仕入
れていたことから、Y 社の営業は A の営業と同種であること、などである。















　「A は、本件基本契約及び本件各売買に先立ち、C に対して、Y 社の東京営業所長である
と名乗り、Y 社として X 社との間で鮪の取引をしたい旨申し入れたこと（略）、本件基本契
約の契約書（略）には、債務者欄に被告名のゴム印が押され、被告名義の社印が押されてい
ること（略）、後述するように、E と A は、平成 27 年 5 月 12 日に Y 社本社において X 社代
表者及び C と面談し、その際、A は、E の面前で、Y 社の東京営業所所長の肩書の記載され







るものであること（略）、また、E は、Y 社が、A に対し、本件基本契約及び本件各売買に
関する代理権を授与したことを否定する供述をしていること（略）に鑑みると、前記事実を




　また、X 社代表者とともに、営業統括部長である C が、平成 27 年 5 月 12 日、Y 社本社に
おいて、A 及び E と面談した際、E は、面談の趣旨を顔合わせであると認識しており、基本
契約書等は見せず、D とは挨拶したにとどまり、E との間においても、Y 社との取引に関し、
（略）、C が『契約も結ばしていただきましたし、鮪の取り引きも始まってますんで、ありが
とうございます。』と述べ、E が『ああそうですか。』と述べたにとどまることが認められる。




　（裁判所は、上記の 5 月 12 日の面談時の当事者間の態様や言動等に触れつつ）「このよう
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な面談の際の E 及び A の言動に加え、X 社代表者や C を Y 社の関係者に会わせたら、本件
基本契約や本件各売買の話が及ぶのが自然であって、かかる事態の発生を当然に予見できる
にもかかわらず、A の方から C に対し、Y 社本社を訪問するよう申し向けたこと（略）、A は、
E の面前で、何の躊躇もなく Y 社の東京営業所所長と記載された名刺を出し、その名刺は面
談の間中、E から認識可能な位置に置かれていたこと（略）、Y 社は、当時、経済的に非常
に苦しい状況にあり、A から肉の供給を受けて、窮地を助けてもらった直後であって、A を
助けることで、継続的に肉の供給を受けることを期待していたこと（略）、A は、同年 5 月
頃、東京営業所と称する事務所のために賃貸借契約を締結した際にも、Y 社名義を用いたこ
と（略）に照らすと、Y 社は、本件基本契約及び本件各売買に先立って、A が、自らの計算





















　「確かに、（略）、X 社と Y 社の所在地及び扱う食品の種類が異なり、X 社と Y 社の間でそ
れまでに面識や取引実績はなく、A が築地市場内の X 社の売場を訪ねて鮪の売買契約を申し





ないところ、本件において、かかる特段の事情があったとは認められないから、X 社が A に
対して Y 社の印鑑証明書の提出を要求しなかったことが重過失に当たるということはできな
い。また、X 社代表者及び C は、取引開始（略）から間がない同月 12 日には、Y 社の本社
を訪ね、Y 社代表者である D と挨拶をし、E 及び A と少なくとも 30 分以上にわたって面談
















































　本件において、A は Y 社の「東京営業所長」を称して X 社と取引行為に及んだわけだが、
裁判所も認定するように、平成 27 年 5 月 12 日に Y 社本社で行われた面談（X 社代表者 B
とその営業統括部長の C、Y 社の取締役執行役員 E と A が出席した）において、A が、Y 社
の東京営業所所長の肩書の記載された名刺を E の面前で X 社代表者に渡し、X 社と Y 社と
の鮪の取引に係る話題に対しても、E はこれを否定しなかったとされる。
　この点に関し、X 社側は、会社法 9 条以外に、Y 社から A に対し鮪の取引に係る代理権が
付与されていたと主張しているが、それがいかなる条文に基づくものなのかは明らかでない。
仮に、X 社が具体的な条文に基づいて代理行為に係る請求をするのであれば、民法上の表見

















た意味では、X 社が、A について会社法 13 条を主張することは難しかったといえる。
　いずれにしても、裁判所も認定するように、Y 社と A とがそれぞれ使用していた印鑑の種
類が異なっていたことや、5 月 12 日の Y 社本社における当事者間の面談時の態様や言動等




　しかし、代理権の授与等はなかったとしても、Y 社が、A が「Y 社東京営業所長」の肩書
を使用し、X 社との取引について問題視しなかったこと（とくに、E が X 社代表者との面談














さず、当該取引について名板貸責任を負わないとした事例（最判昭和 36・12・5 民集 15 巻




































する A から X 社に対し、Y 社が百貨店等での催事のために特別に鮪を取り扱うとの説明が








失の認定にあたり、裁判所は、X 社と Y 社との取引がこれまでなかったこと、A が X 社の
売場を訪ねてから取引が始まったこと、X 社が Y 社や A に対して、Y 社の社印の印鑑証明
書を提示させるよう要求していないこと、などを考慮している。そして、本判決は、営業主
体の同一性を確認するにあたり、鮪の取引時に X 社が Y 社に対し印鑑証明書の提示を求め
る注意義務がないことや、Y 社本社における面談時の当事者間の態様や言動等のことから、
X 社の重過失を否定した。




本件基本契約の締結から間もない 5 月 12 日に、Y 社本社での面談時における当事者間の態
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